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（午後 ６時３２分 開会） 

○高橋課長 それでは、定刻になりましたので、始めさせていただきます。 

ただいまから、令和２年度第３回東京都地域医療対策協議会を開催させていただきま

す。 

  本日は、お忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。 

  私は、本協議会の事務局を務めさせていただきます、東京都福祉保健局医療政策部医

療人材課長の高橋でございます。よろしくお願い申し上げます。議事に入りますまでの

間、進行を務めさせていただきます。本日の会議は、来場による参加者とリモートによ

る参加者とを交えたＷＥＢ会議形式での開催となります。円滑に進められるよう努めて

まいりますが、機器の不具合等により見えない、聞こえない等が発生いたしましたら、

その都度お知らせいただければと思います。 

ＷＥＢ会議を行うに当たりまして、委員の皆様に３点お願いがございます。１点目で

すが、リモートによりご参加いただいている委員の方も含めまして、ご発言の際には挙

手していただきますようお願いいたします。事務局が画面を確認し、会長にお伝えいた

しますので、会長からの指示を受けてからご発言ください。２点目は、議事録作成のた

め、必ずご所属とお名前とをおっしゃってから、マイクを適当な位置にお持ちになり、

なるべく大きな声ではっきりとご発言いただきますようお願いいたします。３点目は、

ご発言の際以外はマイクをミュートにしていただきますようお願いいたします。 

会議資料につきましては、ご来場の委員にはお手元に、ＷＥＢでのリモート出席の委

員には、あらかじめデータでお送りしております。次第の配布資料一覧に記載したとお

り、資料１から１２までとなります。資料３につきましては、机上配付資料扱いとさせ

ていただき、ご来場の委員の皆様からは、会議終了後、資料を回収させていただきます。

資料データにつきましては、事前に各委員へ送付済みですので、会議終了後、必ずデー

タごと破棄していただくようお願いいたします。また、事前送付済みの資料３は、４枚

構成のうち３枚目までとなります。資料３の４枚目につきましては、議事の際、画面共

有によりご覧いただく予定です。そのほか、委員の出席状況、来庁委員と事務局の座席

表をご用意しております。 

本日の会議でございますが、東京都地域医療対策協議会設置要綱第９の規定により、

会議、会議録、資料は公開とさせていただきます。この後の議事の一つ目、令和４年度

以降の地域医療医師奨学金事業実施大学の選定につきましては、事務局としては非公開

としたいと考えております。本議事は、本年度進めてきました奨学金事業の見直しにつ

きまして、奨学金事業の実施を希望した大学に対して、基準を設定し、審査・検討を行

うものですが、公開することにより都が大学の優劣を評価するような疑念を一般に抱か

せる可能性がございます。その場合、各大学への影響も懸念されますので、資料につき

ましては机上配付とさせていただきましたが、議事、議事録につきましても、その部分

を非公開とさせていただきまして、選定結果を後日、別途公開したいと考えております。 
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以降の進行につきましては、古賀会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

○古賀会長 皆様、こんばんは。年度末のお忙しいところをお集まりいただきまして、あ

りがとうございます。 

  本日の協議会、年度末最後の協議会になりますが、議事が４件、報告事項が４件、そ

れぞれのお立場からご意見、ご発言いただきながら、協力いただいて議事を進めてまい

りたいと思います。 

それでは、本日の議事の１番目です。令和４年度以降の地域医療医師奨学金事業実施

大学の選定ですが、この議事につきましては、机上配付の資料といたしまして、議事、

議事録を非公開ということで事務局から申出がございました。東京都地域医療対策協議

会設置要綱第９の１項のただし書により、会長、副会長、部会長、副部会長または委員

の発議により出席委員の過半数により議決したときは、会議または会議録を公開しない

ことができるとされておりますので、私会長から非公開にするという発議をいたしまし

て皆様のご意見をお聞きしたいと思いますが、ご異議ございましたらご発言お願いいた

します。いかがでしょうか。 

反対意見等ございませんので、過半数の賛成として、本議事につきましては非公開と

いたしたいと思います。 

  それでは、早速事務局のほうから、資料の説明をよろしくお願いいたします。 

 

議事１について審議 

 

○古賀会長 それでは、引き続き会を進めていきたいと思います。 

  それでは、続きまして、議事の２番目、令和３年度東京都地域医療支援ドクター事業

（案）について、事務局のほうから説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは、資料４－１をご覧ください。事務局、加藤から説明させていただき

ます。 

まず、資料の左側にございます事業の概要をご覧ください。本事業の概要でございま

す。地域の医療体制を確保するために、地域医療の支援に意欲を持つ医師経験５年以上

の医師を都の職員として採用いたしまして、多摩、島しょの医師不足が深刻な地域の公

立病院等に一定期間派遣するものとなっております。 

募集診療科として、四つございます。小児医療、周産期医療、救急診療、へき地医療

の４分野とさせていただいております。こちら救急については、救急科の医師というこ

とに限らず、内科・外科等でも応募可能としてございます。救急部門が独立していない

中でも、内科・外科の医師が当直をしながら救急の受入れを行っている病院もございま

すので、救急診療を行っていればよいという形で募集を行っておるところで、この地域

医療支援ドクターに採用されますと、資料の左側の一番下ご覧ください。勤務のイメー

ジを添付させていただいておりますが、採用１年間は、まず支援勤務という形で多摩、
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島しょの医療機関に派遣となります。１年支援勤務を行いますと、最長２年間、主に都

立病院での研修が受けられます。２年たちますと再度、支援勤務ということで派遣に行

っていただきまして、それがまた終わりましたら研修に戻るというものになります。た

だし、これは一例でございまして、支援勤務を例えば２年間連続で行って、その後４年

間研修受けることもできますし、本人希望があれば、支援勤務を長期間継続することも

構いません。 

給与体系については、都の常勤の医師に準じますけれども、派遣期間中は通常の給与

に加えまして、採用６年目まで支援勤務１日について１万円の派遣手当も支給されます。 

次に、今年度の実績と来年度の派遣計画について、資料の右側をご覧いただければと

思います。まず１番目、令和２年度の派遣状況でございます。町田市民病院以下、合計

８名の医師の派遣を行いました。 

次に、２番目、令和３年度医師派遣の希望の状況としては、合計８の医療機関から２

２名の派遣の要望をいただいておるところです。 

次に、令和３年度の４月採用としては、応募が４名ございまして、選考の結果、３名

内定を出す形になっております。３名中２名が都立病院のシニアの修了者ということに

なります。 

この３名を加えまして、４番目をご覧いただければと思いますが、令和３年度に支援

ドクターとして働く医師でございますけれども、育児休業予定の医師が１名おりますの

で、その医師を除きまして合計１１名在籍ということになります。この１１名につきま

して、６名を支援勤務という形で派遣に出したいということで、資料最下段の派遣計画

に書かせていただいておるところです。公立病院などからの派遣の要望と支援ドクター

それぞれの専門の診療科、それから研修の計画など考慮した結果、こういった案をつく

らせていただいております。 町田市民病院の小児科に１名など、以下、資料に記載の

とおりです。ただ、（６）檜原診療所につきましては、２名体制での外来診療を実施し

ておるのですが、埋められない日があるということで、週１回で１名派遣という形にし

ております。派遣される医師についてですが、奥多摩病院への２名の医師の派遣を予定

しており、地理的に近隣しておりますので、さらにそこから檜原のほうに派遣するとい

うふうな形としたいと考えております。派遣対象でない５名につきましては、本人の希

望に応じて都立病院で研修の予定ということになっております。 

次に、資料４－２をご覧いただければと思います。 

こちらは令和３年度に在籍する医師、個人単位での派遣・研修の状況の一覧となりま

す。過去の状況も含めて記載しております。本人の希望によりまして支援勤務と研修計

画のバランスが、先ほどご覧いただいたイメージと異なるということがよく分かるもの

になっているかと思います。例えば、一番上のＡの医師につきましては、１年目が支援

勤務、２年目と３年目が研修、それ以降、支援勤務を続けているという形になっていま

す。令和３年度については、このような形の派遣計画にしたいと考えております。よろ
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しくお願いいたします。 

以上となります。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  地域医療支援ドクター事業でございますけれども、地域医療、へき地医療に貢献する

非常に有意義な事業だということで評価を受けてきて、１０年以上経過して、きちんと

定着してきたというような状況だと思いますが、事務局の説明をふまえて、何かご意見、

あるいはご質問等ございましたらお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。令和

３年度、６名の先生方に派遣勤務をお願いするということになっております。 

それでは、ご異議等ございませんので、この内容を了承したいと思います。地域支援

ドクターにつきましては、本日ご了承いただきました内容でこの４月１日から派遣開始

が始まります。東京都での手続等、よろしくお願いしたいと思います。 

それでは、続きまして、議事の３番目、令和３年度東京都へき地勤務医師等派遣計画

（案）について、事務局のほうから説明お願いしたいと思います。 

○事務局 へき地医療を担当しております救急災害医療課医療振興担当の伊藤と申します。

よろしくお願いいたします。  

  それでは、資料５－１、令和３年度へき地勤務医師等派遣計画策定方針についてをご

覧ください。医師確保の基本的考え方ですが、（１）にございますように、東京都の島

しょ町村と檜原村、奥多摩町、東京都ではへき地と呼んでおりますが、これらの町村の

公立医療機関の医師や歯科医師については、まずは町村が確保することを原則としてお

ります。その上で、町村が自ら確保することが困難な場合は、東京都に対して協力の要

請を行うということになっております。都は協力要請を受けた場合、医師等を派遣する

ことになりますが、その派遣については、東京都へき地医療対策協議会の意見を聞き、

派遣計画を策定するということになってございます。今年度の東京都へき地医療対策協

議会につきましては、本年１月２９日に既に開催し、令和３年度へき地勤務医師等派遣

計画（案）をご承認いただいたところでございます。 

  派遣計画の策定に当たりましては、２の（２）に記載されてありますとおり、上から

アからオの順番によって派遣計画の策定を行っております。 

  なお、資料の下、注２のところでございますが、自治医科大学の卒業医師の派遣につ

きましては、医師の確保が困難な小離島を中心に配置していくという方針になっており

ます。 

  続きまして、資料５－２、令和３年度へき地勤務医師等派遣計画をご覧ください。１、

２ページ目が医科、３ページ目が歯科となっております。表題を左からご覧いただきま

すと、町村名、医療機関名、診療科目名を記載しておりまして、その次が令和３年度派

遣案、続いて令和２年度の派遣実績になっております。令和３年度案の中には、左から

職員等、義務年限医、支援ドクター、確保事業と区切っておりまして、これは医師がど

のような形で確保されているかということを示してございます。職員等とあるのは町村
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の固有職員のことで、義務年限医が自治医科大学卒業医師、支援ドクターは東京都地域

医療支援ドクターのことで、確保事業とはへき地勤務医師等確保事業による協力医療機

関から派遣していただくおおむね医歴５年以上の医師となります。これらの医師確保策

の事業内容につきましては、もう一枚、資料５－３に別表としてお示ししてございます

ので、恐れ入りますが、併せてご覧いただきますようお願いいたします。 

  資料５－２のほうにお戻りいただきまして、先ほどの確保事業の右側なのですが、事

業協力病院名、それから派遣期間などを記載しております。これはあくまでも東京都と

協力病院との協定上、同一の医師を派遣するとしている期間でありまして、実際は同一

医師が１０か月、あるいは１年、３年以上など派遣していただいている場合がございま

す。 

  次に、その右隣の派遣開始という欄ですが、これは派遣を開始した年月日を記してお

ります。さらに、その右隣の新規継続につきましては、派遣が令和３年度から新規で行

うものなのか、継続なのかを記しております。令和３年度の町村ごとの派遣案ですが、

ほぼ前年度と同じ方向で引き続き派遣をいたしますが、変更点についてご説明申し上げ

ます。 

  １枚おめくりいただいて、八丈町の町立八丈病院、上から５行目をご覧ください。令

和３年４月から、新たに杏林大学病院と協定を締結しまして、新規１名派遣となってお

ります。またその下、同じ八丈病院の小児科ですが、今月末でお一人退職の予定となっ

ておりますけれども、その上の行で昨年４月に先行して代わりの医師が確保されてござ

います。 

その２行下の小笠原村父島診療所をご覧ください。今年度は自治医科大、義務年限医

を２人派遣しておりますが、３年度は慈恵医科大学病院と都立広尾病院の総合診療プロ

グラムにそれぞれ所属している地域枠の医師２名が村の固有職員となって従事いたしま

す。 

次に、その下の奥多摩町立病院の３行目をご覧ください。先ほどもご説明がありまし

たけれども、奥多摩病院の地域枠の医師が、このたび都の支援ドクターに採用予定であ

りまして、３年度からは支援ドクターとして奥多摩病院に派遣されるとともに、週１回、

檜原村の檜原診療所へも派遣いたします。 

一番下の欄、医師の合計欄がございますが、町村の職員が１０名、自治医科大学の義

務年限医が８名、支援ドクターが２名、確保事業が１５名を派遣し、医師確保を支援い

たします。 

次のページは、歯科医の派遣についてでございます。歯科につきましては、日本大学

歯学部から主に派遣していただいて対応してまいります。 

令和３年度へき地勤務医師、歯科医師の派遣計画（案）についての説明は以上となり

ます。 

○古賀会長 ありがとうございました。 
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  この派遣計画（案）は、今年の１月２９日に実施されました東京都へき地医療対策協

議会で承認されたものでございます。へき地勤務の医師を欠員が出ないように東京都が

医師を確保して計画派遣しているというものでございます。細かな表の説明もございま

したのでご理解いただけたと思いますが、何かご質問、ご意見ございましたらお願いい

たします。どうぞお願いします。 

○関根委員 ＪＣＨＯ東京新宿メディカルセンター院長の関根と申します。よろしくお願

いします。診療科目の総合医ということについて質問なのですが、もちろん資格の問題

ということがあるのですけども、例えば、我がＪＣＨＯでも総合医診療養成プログラム

というのがあります。それから病院会でも、そういったものがあると思います。いろい

ろなところで総合医育成プログラムあると思いますし、それから今後、専門医制度の中

でもあります。そういったプログラムや専門資格がどのようにこの場合考慮されるのか

ということについて教えてください。 

○古賀会長 事務局のほうで説明いただけますでしょうか。 

○田口担当部長 福祉保健局の田口と申します。この計画案の記載の診療科目のところの

総合医と入れている定義なのですけども、自治医科大学の卒業医師が行くところには、

自動的に実は総合医ということを入れさせていただいております。派遣計画の策定方針

にもありましたように、自治医科大学の卒業医師は小離島を中心に派遣しますので、専

門が外科といっても内科も診なければいけない。そういうことで、必然的に総合的な診

療になるということで、自治医科大学の卒業医師が、専門を例えば小児科とか持ってい

たとしても、ここには総合医と入れさせていただいております。同様に、新島本村の順

天堂大学、ここは順天堂大学の総合診療科のほうから派遣していただいて、こちらは総

合診療専門医の専攻医が主に派遣されています。ただ、専攻医だけとは限らないので、

備考のところには詳しくは記載をしておりません。そういうことで、総合医の記載は、

自治医科大学の卒業医であるか、あるいは総合診療専門医を派遣しているかという欄に

なります。 

  以上です。 

○古賀会長 関根委員、よろしいでしょうか。 

○関根委員 すみません、では１点だけ確認させてください。専攻医も入っているという

ことは、例えば、何か総合診療医のプログラムがあったときに、そのプログラムの中に

含められている専攻医も、この対象になるということでよろしいのですか。 

○田口担当部長 そのとおりでございます。派遣をしていただく新島の診療所については、

順天堂大学のプログラムの連携施設として位置づけられているという形で派遣になった

ところです。 

○関根委員 分かりました。ありがとうございます。 

○古賀会長 この総合医、総合診療医の定義等につきましては、医師部会の中でもいろい

ろなご意見いただき、まだ世の中ではっきりしていないという、なかなか難しい問題が
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残されております。専門医制度でも、まだまだ問題になるところだと思います。 

  ほかにご意見ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、既にへき地医療対策協議会で承認されたことでございますので、本協議会

としても、この内容で承認するということにしたいと思います。派遣計画を進めていた

だければと思います。よろしくお願いいたします。 

  それでは、続きまして、議事の４番目です。令和４年度医師臨床研修の募集定員の配

分方法（案）についてです。事務局のほう、説明よろしくお願いいたします。 

○事務局 事務局、加藤でございます。こちらについては、資料６をご覧いただければと

思います。募集定員配分の方法の案についてご説明する前に、１枚目で前置きのご説明

させていただきます。上段でございます。 

  本年度から既に行われているのですが、臨床研修に関する権限移譲ということで、医

師法の改正がございまして、既に臨床研修病院の指定権限ですとか定員配分権限という

のが都道府県に国から移譲されておるところです。 

  次に、下段の四角でございます。病院の指定・取消しについては、この四角の中の、

まず一番上なのですけれども、指定・取消しについては、国が基準を策定しまして、都

道府県が個別の病院を指定するというような役割分担がされております。 

  １個下でございます。下線を引いておるのですが、臨床研修の定員設定については、

国が都道府県の上限値を設定いたしまして、都道府県が個別の病院の定員設定をするこ

ととされております。 

それから、臨床研修病院の指定や指定の取消しをするというふうな場合には、一番下

段のほうにございますけれども、医師法の規定によりまして、あらかじめ本協議会、地

域医療対策協議会の意見を聞かなければならないとされております。 

１枚おめくりください。次は定員配分の方法についての改正内容になります。図にさ

せていただいておりますけれども、３点ございまして、まず一つ目です。従来、都道府

県は国が配る仮定員と、あとは都道府県上限の差分の調整枠のみを配るという形となっ

ておりました。これが医師法改正後は、国が設定をした上限の範囲内で病院別の定員を

配分という形に変更となっております。 

また、２点目でございます。医師少数区域への配慮、こういったものを法によって義

務づけられます。 

さらに、３点目でございます。国は地域の適正配置を促すというような観点から、研

修医の募集定員の倍率を約１．１倍から、これは令和２年度なのですけれども、１．０

５倍まで、令和７年度にかけてということで、順次圧縮するということを目指しており

ます。ただし、激変緩和措置といたしまして、前年度の採用数が保障されるというよう

なこととされております。東京都の上限数は、大幅に削られるような動きが取られてき

ておるところです。それから、また下段のところですが、先ほどと同様、定員を定める

際も、あらかじめ本協議会、地域医療対策協議会の意見を聞かなければならないという
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形とされております。そのため、先日、２月５日に開催させていただいた医師部会に先

に意見を聞かせていただきまして、本日この場で、親会のほうに配分方法案の提示をさ

せていただいております。 

次のページ、ご覧いただければと思います。募集定員の配分の概要でございます。上

段が令和２年度、本年度に既に配分をした令和３年度開始の臨床研修で、下段のほうが

令和３年度、これから配分いたします令和４年度開始研修の定員配分になります。 

まず、上段でございます。丸ポチの一つ目からご覧いただければと思います。国から

示された定員上限が、前年度から１２０名ということで減らされまして、１，３５３名

というような形となりました。 

最終的には、２番目のところをご覧ください。新型コロナウイルスの関連ということ

で、調整の困難さを加味されまして、追加定員５名ということで加わっております。結

果、最低定員数調整ということで、算定値１の病院に関しては、１を上乗せして２にで

きるというような規定がございます。その分で６名加わったことから、最終的な配分数

は１，３６４名というような形で実施されております。 

続いて、下段のほう、令和３年度に配分する令和４年度開始研修分について、ご覧い

ただければと思います。こちらについても、丸ポチ一つ目をご覧ください。国が規定ど

おり算出いたしますと、実は算定値というのが１，１５７名ということで、大幅に減る

というような形となります。ただし、先ほど申し上げましたとおり、激変緩和措置とい

うものの適用がございまして、前年度の採用実績数までは引き上げられるといったこと

で、令和２年４月１日、ちょうど１年前でございますけれども、この際の臨床研修医の

東京都全体での採用数であります１，３５１名という枠が規定されることとなりました。

さらに加えまして、当初の配分値に、また今年も新型コロナによる調整をするというこ

とで５名の追加がございまして、合計１，３５６名の定員数が措置されておるところで

す。 

さらに、次のページをご覧いただければと思います。そちらが医師部会に提示させて

いただきました募集定員の配分方法の案ということで、この場で親会のほうにも提示さ

せていただくものでございます。 

まず、上段の配分方針のところをご覧いただければと思います。 

まず、丸ポチの一つ目でございます。法で義務づけられておるということもございま

すので、医師少数区域についての配慮を盛り込む予定としております。 

また、丸ポチ二つ目でございます。今後、東京都全体の定員数が減らされていく中で

の都全体の当該年度の採用数が翌年度の定員数として担保される仕組みとなります。で

すから、採用実績を考慮した配分とするというような決定としたいと考えております。 

さらに、丸ポチの三つ目でございます。申出があれば令和２年度まで実施しておりま

した病院間調整ということで、それぞれの病院間で合意があれば配分数の変更を認める

というようなものを、今回認めてまいりたいというような方針となっております。  
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これらを踏まえた配分方法ということで、中ほどから書かせていただいておるものが

実際の案でございます。Ａ、Ｂの二つの配分を行うという形とさせていただいておりま

して、Ａ配分というのが、必ず配分すべきものという形で、これらは医師少数区域への

基幹型病院への配慮というもの、これは医師確保計画等の関連もございます。二つ目が

マッチング対象外ということで、防衛医大、自治医大関連。さらに、小児科・産科プロ

グラムということで、Ａ－１からＡ－３まで加えさせていただいております。これらは

従前のとおりとする形で案を提示させていただいております。 

この配分Ａの実施後に、さらに残数について行います配分Ｂのほうが、やはり傾向は

昨年度と変わりませんので、前年度と同じ考え方を踏襲しつつ、先ほど申し上げた採用

数によるシビアな状況というのがございますので、より採用状況を考慮した方法案とい

うことで設定させていただいております。 

Ｂ－１からＢ－２ということで２段階設定しておりまして、まずＢ－１のほうでござ

います。各病院の実績に応じた配分ということで、資料上、記載はないのですけれども、

令和３年度開始研修のマッチングという、この点についてのマッチングというもの、一

般プログラムを設置する病院が９２病院都内にございます。９２病院のうち８３病院が

フルマッチの、フルマッチというのは定員が全て定足されたということになりますが、

定員ベースでは１，２５０名定員数があるうち１，１９３名がマッチングということで、

割合にいたしますと９５．４％ということで、ほぼほぼマッチングしたというような形

でなっております。マッチングで人気のある病院等は、より質の高い学生が選ばれて、

関係が結ばれるというようなことになりますので、全体の定員数の増減、減少が僅かで

あることを考慮しつつ、さらにマッチングの際の病院の採用努力といったものを考慮し

まして、フルマッチの病院には、前年度定員数までは配分にしたいと考えております。

ただ一方で、アンマッチということで定員の充足がマッチング段階で十分できなかった

病院ということで、こちらには採用数の考え方をやはり取り入れさせていただきます。

その上で、過去３か年の採用数の平均値までの配分とさせていただきまして、またこう

いたしますと、単年度で採用数が悪い病院に関しては、過去複数年の実績も考慮するこ

とで、より厳しくなり過ぎないという措置を取ることが可能です。過去も含めずっと採

用実績が悪いという病院に関しては、より実態の採用状態に近い数字で配分をすること

ができるようになってまいります。 

次に、Ｂ－２のところをご覧ください。Ｂ－１の残数がある場合に、直近の採用率が

高い順に、配分希望数に満たない病院へ加算して配分していきたいというものです。こ

ういたしますと、より採用状況がいいところに枠を振りつつ、東京都全体の枠の確保が

できるというような形で実施していきたいと考えております。 

さらに、こうした配分に加えまして、下段のほうでございますけれども、先ほど申し

上げました、配分数が１になる場合、ルールとして最低定員数調整という形で枠外プラ

ス１が可能となります。また、さらに先ほど申し上げた病院間調整の希望があれば認め
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ていくというようなことを実施してまいりたいと思っています。 

また加えて、二重枠で囲わせていただいているところ、これは私どもとしては重要な

要素とさせていただいております。現行の算定方式、東京都全体の定員枠が前年度の全

体の採用数まで保障される仕組みとなっております。これは言い方を変えれば、今後、

採用実績が定員に満たない病院が多数ありますと、将来の東京都全体での臨床定員の募

集枠がどんどん減っていくというようなことになります。特に、先ほどＢ－１の配分の

ところで申し上げた一般プログラムと比較しまして、小児科・産科プログラムというこ

とで、通常の臨床研修の中で小児科ですとか産科に重点的にローテーションするような

プログラムになるのですが、こちらも定員充足が非常に例年厳しい状態が続いておりま

す。マッチングの定員充足率も５９．２％ということで、非常に低いものとなっており

ます。国によって、実は本来定員２０名以上の病院さん、これは主に大学病院が中心に

なりますけれども、それに対して４名枠必ず設置しなさいという措置が取られておりま

す。しかも、枠外での配分ではなく、東京都全体の枠の中から配分をしますので、やは

り我々としては、各病院に充足に向けた努力をお願いしていくということとなります。

もちろん、各病院のマッチング結果が悪かった場合に、２次募集、３次募集なども重ね

て実施していただいて、充足に努めていただいていると考えております。次年度以降も

引き続き、私どもとしてはお願いしてまいりたいと考えております。 

次のページご覧ください。スケジュールでございます。２月５日の医師部会以降、各

臨床研修病院に配分方法の案をあらかじめ周知させていただいております。さらに、３

月中の記載があるところをご覧いただければと思います。既に令和３年４月１日付の採

用数ですとか在籍者数、さらに希望定員調査というような形で調査依頼をさせていただ

いております。さらに、先ほど申し上げた小児科・産科プログラム、こちらを設置して

いる病院に対しては、ＷＥＢで配分の案をあらかじめ説明させていただきまして、今、

東京都全体の配当枠が厳しい状況にあるということはお伝えさせていただいております。

加えて、採用実績のいい病院の好事例ですとか、悪い病院はこういったところで苦労し

ているというようなことを共有していただきまして、定員充足に向けた意見交換という

ことでしていただいております。さらに、本日の協議会後、４月１５日までに国に配分

方法、配分数を報告いたしまして、月末までに各病院宛に通知したいと考えております。 

説明は以上となります。各委員の皆様、この配分方法（案）につきまして、ご意見い

ただければと思います。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  臨床研修募集定員の配分方法の提示でした。２月５日に医師部会で議論を踏まえた案

になっております。年々、人数が減らされる中、いかに確実に定数を確保していくか、

そういったことで配分の方法もなかなか難しいところです。前年度の採用実績が次の年

の採用定員数に非常に大きな影響を及ぼすということで、つくられた配分ということに

なりますが、この配分の仕方について、何かご意見、ご質問ございましたら、お願いし
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たいと思います。 

○藤井委員 周産期医療協議会の会長をやっております藤井です。小児科、産科のプログ

ラムの扱いについて質問があります。確かに、実績とあまりにもかけはなれた定員を配

分していくことについては問題があり、削減するというお話も必要かもしれないのです

が、この評価は最初のマッチングで決めてしまうのですか。２次、３次で決めたことは、

もう考慮しないということですか。 

アンマッチが起こった場合に、必ず２次、３次募集というものをやって、最終的に埋

めるわけですけど。国からの配分については、最初のマッチが影響してしまうというこ

とでしょうか。 

○古賀会長 事務局よりお答えいただけますか。 

○事務局 今回、マッチングの結果では、一般プログラムと、小児科・産科プログラムで

は、配分方法別にさせていただいておりますが、一般プログラムは都内９２病院あるう

ちで、８３病院がフルマッチとなっております。先ほども申し上げました、全体像のと

ころで、昨年度、最終的な配分が１，３６４だったのですけれども、今回は１，３５６

の定員枠が何とか採用数保障で配られたこともありまして、数としては微減に留まった

ということになっております。ですので、マッチングで既にフルマッチになっていたと

しても、その後、おそらく国家試験不合格等による定員の欠員もあるとは思います。た

だ、また、定員の充足努力はしていただきつつ、マッチングの数に合わせて病院の努力

も評価して、マッチング数での配分を行いたいと考えております。残る９病院につきま

しては、もちろん穴埋めができるのであれば、採用数で見ていくことになりますので。

採用数というのは、イコール、４月１日時点での臨床研修医の在籍数ということになり

ます。ですので、マッチングできなかったとしても、その後、二次募集、三次募集等で

定員を充足していっていただけていれば、その数も考慮した配分数となります。 

○藤井委員 実態として、人気のあるところばかり希望してアンマッチになる学生もいま

す。そういう学生の場合、産科・小児科というのは、最初からは希望していないけれど、

結果的にアンマッチになったので、これに入るということもあります。小児科・産科の

プログラムが何故このように別にあるかと言えば、この二つの診療科は人が足りないと

いう理由からだと思います。二次、三次を経て、最終的に埋まっていれば、良しとして

頂きたいと思います。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  結局は最終的な採用数が影響するということだと思いますので、もしかすると医師国

家試験に受からなかった人は削られる方向になってしまうのですね。 

○田口担当部長 医師国家試験に不合格だと、一般的にはそこでその定数になりやすいの

ですけども、さらに３月３１日まで募集続けて、さらに三次募集で埋まるという場合も

あり得ますので、試験の発表後も、まだ埋めるチャンスがあるというふうに思っていま

す。 
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○古賀会長 できるだけ、とにかく採用実績を上げてということで、無駄な配分にならな

いように、きっちり採用実績のいいところには数をつけるし、採用実績のあまりよくな

いところは少し減っても仕方がないというような状況だと思います。 

  ほかにご意見ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、ご意見ないようでしたら、この配分方法の案を取りまして、配分方法を決

定ということで承認としたいと思います。スケジュールにございましたように、４月１

５日までには国のほうに報告するということなので、事務局のほう、よろしくお願いい

たします。 

  それでは、続きまして、報告事項のほうへ移りたいと思います。４件でございますが、

項目ごとに説明いただき、ご質問、ご意見いただきたいと思います。 

  では、１点目、医師部会の報告でございます。 

○事務局 事務局、加藤でございます。 

  まず、資料７のほう、ご覧いただければと思います。医師部会からの関連の報告とし

て、臨床研修病院の指定取消しについて、ご報告したいと思います。 

  今年度、１件、申請の取消しをいただいております。従前、今回取消し申請を行って

いただいているのが、がん研有明病院ということになるのですけれども、９４病院、都

内に臨床研修病院があるところ、がん研有明病院が抜けると９３病院ということになり

ます。 

取消し理由でございます。令和２年度に臨床研修制度の改正ということで、小児科、

産婦人科、精神科の研修が必修となっております。やはり、がん研有明病院は、がん専

門病院ということもありまして、これまで協力型臨床研修病院ということで、ほかの病

院の協力を受けて、産婦人科、精神科のほうの研修を行っていたということなのですが、

必修化になってしまうと、協力先のほうでの受入れが難しくて研修が成り立たないとい

うようなことがありまして、取消し申請に至ったということです。期日が今年度末まで

となってございます。こちら、もう既に国から権限移譲をされた令和２年４月には調整

済となっておりまして、既に、令和元年度の開始研修をもって研修医の新規受入れは終

了しております。現在在籍中の２年次の研修生が今月末ということで、あと数日で終了

するということに合わせて取消しになるというようなことでございます。 

  続きまして、資料８－１から８－３ということで、医師部会の報告の案件ということ

で、議事の１でも医師奨学金事業の協議をいただきましたが、こちらのほうは現行制度

の状況について説明できればと思います。 

資料８－１の１枚目でございますが、こちら制度の概要資料となります。これは、こ

れまでの会議でも説明させていただいていたかと思いますので、今回の会議では、概要

の説明というのは割愛させていただければと思います。 

  次に、資料８－２をご覧いただければと思います。被貸与者の状況ということで、奨

学金の貸与を受けている者の現在の状況等を記載させていただいております。 
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  資料左側が特別貸与奨学金、右側が一般貸与奨学金についての内容となります。 

  左側の特別貸与の一番上の被貸与者数の欄をご覧いただければと思います。こちらは、

今年度ということで、令和２年度末の状況というところになります。ですので、この欄

に、この表にある１年生というのは、令和２年度の入学生、もうすぐ２年生になる学生

です。 

  右側のほう、今年度の医師６年目というのが、年度が明けましたら７年目になる医師

ということになります。 

  これまで、３大学の関連で、２６８名が被貸与者数ということで積み上がってきてお

りまして、うち、３名が返還ということも実際には起きておるところです。 

  次に、中段を御覧いただければと思います。医学部１年生から臨床研修医２年目まで

で、専門分野選択前の専門分野の従事希望分野の希望状況ということでまとめさせてい

ただいております。合計２００名の表となっておりますが、合計の欄を御覧いただきま

すと、半分近い人数の９２名になりますが、小児医療の希望ということになっておりま

す。また、年次によって差はございますが、おおむねへき地勤務の希望というのが０か

ら１名、２名ということでして、残る人数の約半数程度で、５５名周産期・救急が４４

名で、希望がまとまっております。これは、年次を経過する中で、方向転換し得るもの

ですので、現状の希望ということでご理解ください。 

  下段は、令和３年度の医師、３年目以降の分野選択状況となります。中段の、令和２

年１２月時点の表の中の研修医２年目というのが、年度明けまして、令和３年度時点で

の医師３年目ですので、全く同じ数字が入っております。 

  これまでの選択状況を御覧いただきますと、へき地希望者というのが、やはり毎年度、

０から１名、２名ということでそれぞれおりまして、残りの３分野に、数字としては、

ほぼ均等に分野選択がされている状況です。 

  次に、資料右側を御覧ください。一般貸与の状況でございます。 

  こちらは、既に事業終了、新規貸与の事業を終了しておりますけれども、医学部があ

る都内１３大学の５年生と６年生の段階で奨学金２年間貸与いたしまして、医師５年目

まで指定勤務を求めるというような形で実施しておりました。２９年度で新規貸与終了

で、９３名、被貸与者おりましたが、これまで１８名が返還となっております。本年度

の臨床研修２年目の医師が最後となりますので、一番下段のほうを御覧いただきまして、

令和３年度には、医師３年目、４年目、５年目が残りまして、残り３年間で、全ての医

師が指定勤務終了となります。 

  続きまして、資料８－３を御覧ください。 

  こちらは、奨学金の貸与を受ける者に対して、キャリア形成事業ということでさせて

いただいておりますので、この実施状況と、令和３年度の実施予定についてご報告を簡

単にさせていただきます。 

  個別のメニューの報告等は割愛させていただきまして、左上の一覧のところで、ご説
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明させていただきます。 

  今年度、新型コロナウイルス感染症の影響があったということで、メニュー、それぞ

れ見てまいりますと、中止ですとか、実施方法を変更したものが多くございました。メ

ニューに関しては、１年次、３年次、５年次、６年次ということと、臨床研修２年目で、

それぞれ設定しております。全体として、実地で行わないといけないものに関しては中

止となっておるものがございます。ただ、メニューによって可能なものは、オンライン

に変更、また資料送付で代替したものもございました。ただ、臨床研修２年目のところ

になりますけれども、こちらの中での僻地での地域医療研修については、受入れ先であ

る奥多摩町・三宅島、協力を得られたということもございまして、希望者に対して予定

どおり実施できております。 

  令和３年度の実施予定でございますけれども、１年生のメニューのところにへき地医

療研修というものがありますが、毎年、三宅島で宿泊の体験学習実施しております。今

年度できなかったこともございますので、コロナの状況を見ながら、今年度できなかっ

た新２年生も実施できるように、新１年生と併せて、それぞれ実施してまいりたいと思

っております。 

  全般的に、オンラインでの実習も検討してきているところございます。可能なものは

オンラインも視野に入れつつ、実地での実施ができそうなものについては、状況に応じ

て実施を検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  医師部会で検討された、先ほどの議事以外の２点について報告いただきました。臨床

研修病院の指定取消しと、医師奨学金に関わる点でございます。 

  今の説明に、何かご意見、あるいは質問ございましたらお願いいたします。 

  よろしいでしょうか。 

  それでは、引き続き、次の報告事項２点目に移りたいと思います。 

  勤務環境改善部会の報告でございます。まず、事務局から説明いただき、その後、部

会長の酒井委員に追加発言をお願いしたいと思います。 

○高橋課長 事務局、高橋でございます。 

  まず、資料９－１を御覧ください。東京都医療勤務環境改善支援センター令和２年度

の事業実績をまとめております。 

  東京都は、医療法に基づきまして、医療機関における勤務環境改善を支援するため、

平成２６年度に東京都医療勤務環境改善支援センターを設置したところでございます。

東京都が日本医療経営コンサルタント協会へ、また東京労働局が東京都社会保険労務士

会へ、それぞれ委託しまして、四者で連携して専門家による支援、普及啓発活動、医師

の働き方改革に向けた取組などを行っております。 

  資料の右側に取組ごとの実績を簡単に記載しております。 
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  専門家による支援といたしましては、医療機関への保護による支援、研修講師派遣、

電話相談等を行っております。先ほどの医師奨学金のほうと同じですけれども、コロナ

の影響によりまして、今年度は例年に比べて実績が少なくなってしまいましたが、そう

した中でも、医療機関からの希望がありましたら可能な限り対応し、必要な支援に取り

組んできたところでございます。 

  また、普及啓発活動といたしましては、動画配信による説明会等も実施いたしました。 

  さらに、勤務環境改善部会の委員の方々にもご意見をいただきながら、医師の働き方

改革に向けた取組を進めてまいりました。具体的には、令和元年度に厚生労働省が実施

いたしました労務管理に関するアンケート調査におきまして、法令違反等が疑われる医

療機関へのフォローアップ、また、都内医療機関における勤務実態や、２０２４年４月

から適用されます医師の時間外労働上限規制における特例水準適用医療機関の保護を把

握するための東京都独自の調査も実施したところでございます。 

  そのほか、勤務環境改善に関わる取組といたしましては、補助事業のほうも実施して

おります。今年度は、昨年と比べて実績が大きく増加しておりまして、これは、医師の

働き方改革を進めるため、都内医療機関におけます勤務環境改善の取組の機運が高まっ

ているためであると考えております。 

  次に、おめくりいただきまして、資料９－２を御覧ください。来年度、令和３年度の

事業計画（案）をまとめております。 

  専門家による支援につきましては、今年度までの取組を継続し、随時、医療機関から

の希望を受け付け、実施してまいります。普及啓発につきましては、今年度までの取組

の継続をしつつ、特に医師の働き方改革に関するものは積極的に周知を実施していきた

いと考えております。 

  医師の働き方改革に向けた取組につきまして、大きく三つの取組を実施していく必要

があると考えております。 

  一つ目は、先ほどの実績報告でも触れました、国のアンケート調査のフォローアップ

です。国から、令和３年度における対応方法等の通知が発出されますので、それに基づ

き、引き続き実施していきたいと考えております。 

  二つ目は、医師の働き方改革に向けた都独自調査の確認です。今年度実施いたしまし

た東京都独自調査の回答内容に疑義のある医療機関への確認ですとか、未回答病院での

確認を行いながら、特例水準適用医療機関を絞っていきたいと考えております。 

  三つ目は、医師労働時間短縮計画策定支援です。医療機関が特例水準の指定を受ける

ためには、都道府県での申請時までに、労働時間短縮計画案を策定する必要があります。

センターは、来年度から新たに医療機関におけます時短計画の策定を支援していきたい

と考えております。まずは、都独自調査や国のアンケート調査の結果から選定いたしま

した二、三の病院に対しましてモデル的に実施しつつ、希望がありましたら、他の病院

への支援も進めていきたいと考えております。 
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  また、改善部会につきましては、来年度は３回の開催を予定しております。 

  続きまして、資料９－３を御覧ください。こちらは、国が策定いたしました２０２４

年４月に向けたスケジュールでございます。 

  特例水準の指定を受けようとする医療機関は、２０２４年４月までに時短計画の案を

作成し、第三者評価を受け、都道府県に申請し、指定を受ける流れとなってございます。

令和３年、本年２月２日に、医療法改正案が国会に提出されまして、それまでは指定申

請時に時短計画の提出が必要とされたところが、先ほども説明しましたが案でよいこと

になりまして、また、時間外労働が年９６０時間を超えている医師がいる医療機関は、

時短計画の策定が急務とされていたところが努力義務となるなど、法案が作成される過

程で、コロナの影響による医療機関への配慮などから、取組が可能な医療機関から取り

組んでいただけるような内容に整理がされているところでございます。ただ、いずれに

いたしましても、２０２４年４月の上限規制適用は変わりませんので、長時間の時間外

労働をしている医師がいる医療機関が労働時間短縮の取組を進めていかなければならな

いことは変わりがございません。そのため、センターとしても、医療機関のコロナ対応

に考慮しつつ、これまでと同様に取組を進めていこうと考えております。 

  勤務環境改善部会からの報告は、以上になります。 

○古賀会長 ありがとうございます。 

  それでは、部会長の酒井委員、何か追加ございましたらよろしくお願いいたします。 

○酒井委員 部会長の酒井でございます。 

  今、事務局から、今年度の実績と次年度の事業計画の話をしましたけれども、若干補

足をさせていただきたいと思います。 

  最後の３番目の９－３のスライドの説明がありましたけれども、医療機関の勤務環境

改善並びに医師の働き方改革の出口といいますか、ゴールの目標は、２０２４年４月１

日というふうにはっきりしております。今日の日付を見ていただければ分かりますよう

に、ちょうど丸３年の中で、医師の働き方、特に、年間の時間外労働時間が９６０時間

を超える予定の医療機関は労働時間短縮計画並びにいわゆるＢ水準、Ｃ水準と言われる

ようなことを申請していかなければなりません。大事な点は、それを計画だけ立てれば

いいわけではなくて、医療機関勤務環境評価センターというふうに言われてますけれど

も、その第三者評価を受けた上で都道府県にB水準、C水準の申請をしていかなければい

けません。東京都の場合には、全部で対象の医療機関が６３３、もちろん、その６３３

病院が９６０時間を超える医療機関だということではないわけで、その準備として、東

京都のほうでは独自調査をやって、全ての医療機関の中で、どういう予定でいるかとい

うようなことを、今、調べています。これは印象も含めて申し上げれば、今、医療機関

は、現在、大変コロナの対応で苦労されているわけです。そういう状況もあって、医師

の働き方改革について検討はしているけれども、都の独自調査の中でも、「Ｂ水準、Ｃ

水準を申請する予定がありますか」という問いに対して、「ある」という回答よりは
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「検討中」という回答が多くて、私たちが見るところ、９６０時間を超えるような医師

のいる病院というのは、まだまだたくさんあるんじゃないかと予想してます。おそらく、

働き方改革については気になっているものの、病院の中でまだ、しっかりと計画が立っ

てるわけではなくて、「検討中」というような状況ののでしょう。勤改センターでは、

医療機関に対して、周知も含めて一生懸命ＰＲをして、サポートするようなことがあれ

ばやりますので、どうぞ勤改センターを利用してくださいという形で進めています。 

  一方、受け手の医療機関のほうでは、準備が着々と進んでいる医療機関もある半面、

若干遅れているようなところもあって、それがこの３年の中で、しっかりと成し遂げて

いかなければいけませんので、勤改センターのほうでは、今申し上げたとおり、しっか

りと医療機関に対して支援ができるよう、東京都と専門のアドバイザーの皆さんとで、

いろいろ準備をしているところでございますし、今日ご参加いただいている、特に医療

機関の先生方におかれましても、コロナで大変な状況だとは思いますけれども、エンド

は２０２４年４月１日です。できるだけ余裕があるうちに、十全な準備をして、また、

勤改センターと連携をして、２０２４年の４月を迎えたいと思います。よろしくお願い

します。 

  以上です。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  ただいま、事務局並びに部会長の酒井委員から報告がございました。なかなか大変な

事業ですけれども、特にアドバイザーの方々の力が非常に大きいのかなというふうに見

ておりますが、それともう一つは、今、酒井委員からございました働き方改革の進み具

合、これがまだまだ十分ではないようなところに、いかに支援をしていくかというよう

なところが今後の課題になってくると思いますが、今の説明につきまして、質問、ご意

見ございますでしょうか。 

  こういったところをもう少し支援していかないと、とても遅れてしまうとか、あるい

は、こういった形で進めていくのが非常によろしいというような委員の方の職場での問

題とかございましたらお願いしたいんですが。よろしいでしょうか。 

  それでは、今、説明があったように、なかなか大変な事業ではございますが、ぜひ東

京都として、しっかり後押しをして、遅れの出ないように進めていければと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、報告事項の３点目、看護人材部会の報告につきまして、同じように事務局

から、まず説明いただき、その後、部会長の喜多委員に追加をお願いしたいと思います。

お願いいたします。 

○篠崎担当課長 看護人材担当、篠崎です。 

  看護人材部会より、２点報告をさせていただきます。資料は、資料の１０を。 

  １点目が、ワーキンググループ（准看護師養成関係）のまとめについて。２点目は、

今後の看護人材確保対策についてでございます。 



 

 18 

  それでは、資料１０のワーキンググループ（准看護師養成関係）のまとめでございま

す。 

  左下、ワーキンググループの開催状況・検討内容にございますように、これまでに４

回開催いたしまして、右側の表、委員名簿にございますように、西村座長の下、取りま

とめをしていただきました。 

  このワーキンググループの背景ですが、数年前、都といたしましては、数十年ぶりに

准看護師養成所の新規開設に向けた相談があったことを発端に、令和４年の看護基礎教

育カリキュラムの改正に合わせて准看護師養成の在り方に関する議論が必要となり、看

護人材部会の准看護師養成ワーキンググループを設置し、検討してまいりました。 

  准看護師を取り巻く状況としましては、准看護師の就業は年々困難な状況になり、都

内の准看護師の養成所も減少傾向です。一方で、主に中小病院では、長期間ゼネラリス

トとして活躍している人材もおります。昨年、国から看護師教育のカリキュラム変更が

なされ、令和４年度から准看護師養成につきましても新カリキュラムが適用されます。 

  資料の２ページ目を御覧ください。 

  准看護師教育の現状に対する意見と今後の養成所指定等に対する意見を出していただ

きまして、夜間コース設置等の整備と養成所の設置の趣旨や実習の指導体制等を適切に

審査すること。准看護師養成所における看護の質を担保し、准看護師がプライドを持っ

て働き、キャリアを積み重ねられるような基礎的能力を育成していくことが必要という

二つの方向性を出していただきました。具体的な対応として、夜間で修業年限２年とい

う無理な設置計画等は学ぶ学生の心身の健康や教育の質の確保、ワークライフバランス

の観点からも認められない。養成所における専任教員は、原則５人以上の確保を必須と

するなど、指導要領に基づき審査、指導をする。また、学習環境の整備として、養成所

のための施設整備や運営に関する補助事業を継続すること。修学資金制度の充実、准看

護師として働きながら、様々な知見や経験を得ることができるよう支援していくことが

必要であるとの取りまとめをいただきました。 

  都といたしましても、養成所指定審査に当たっては、准看護師教育の質の確保のため

の審査を行い、将来、活躍のできる准看護師を育成する養成所を支援し、必要な事業を

継続してまいります。 

  続きまして、資料１１－１、今後の看護人材確保対策についてです。 

  東京都の地域医療構想実現に向けた２０２５年の東京都看護人材需給推計では、看護

師のワークライフバランスの充実を推し進めていくことを考慮いたしますと、約２万か

ら３万４，０００の看護職員不足を予測しております。不足する看護職を補うために、

昨年度実施いたしました看護人材実態調査を踏まえまして、看護人材確保対策を再構築

いたしました。 

  資料にありますように、看護職員が、それぞれのライフイベントに対応しながら、多

様な職場でキャリアを継続することができるよう、看護職員を支援していくために、こ
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れまで行っていた新規養成、定着促進、復職支援、そこに新たに定年後に向けての就業

支援を加え、この４本柱で確保対策を進めてまいります。 

  次の資料１１－２を御覧ください。令和３年度に実施するライフステージに応じた看

護人材確保対策を体系的に並べております。 

  医療人材課看護担当で実施しているもの以外の看護人材確保に関わる都の事業も、こ

こでは掲載しております。 

  次の資料１１－３、事業実施の概要や予算額を記載しております。 

  表側の番号の丸をつけている事業がございます。こちらの事業につきましては、右の

ほうの備考欄にございますように、令和４年度の見直し事業、令和３年度再編、再構築

事業となっております。幾つか事業の内容を紹介させていただきます。 

  上のほう、ナンバー２の看護師等修学資金貸与事業につきましては、令和３年度に条

例改正をし、令和４年度から個人の実情に合わせて貸与金額を選択できるようにし、貸

与者を増やすとともに、都内施設を返還免除要件に追加するなど、都内就業への誘導強

化をしようと考えております。 

  また、下のほう、ナンバー１２、キャリアアップ支援事業についてですが、特定行為

研修を修了した看護師の活躍を促進するため、また、チーム医療、看護師の質の向上も

推進していくためには、施設管理者側への理解の促進が必要だと考え、看護外来相談開

設に限定して実施していた研修を、より広く普及できる専門的な看護師の活躍を考える

セミナー形式に変えまして、実際に特定行為研修等を修了した看護師が活躍している施

設の実践例を紹介するなどにより、その効果について施設管理者の理解を深め、専門的

資格を持った看護職員の活躍の場を広げ、定着を促進していきたいと考えております。 

  次に、資料次のページのナンバー２７、下のほうになります、プラチナナース就業継

続支援事業についてです。この事業は、来年度の新規事業になっております。プラチナ

ナースとは、定年前後の世代と定義をしておりますが、その名のとおり、経験から培わ

れた強みを生かして専門職業人として輝き続けるという意味があります。若い世代が増

えない中で看護人材を着実に確保していくためには、プラチナ世代の離職防止、潜在化

防止に取り組む必要があると考え、そのため、定年前から定年前後のセカンドキャリア

を見据えて、生涯にわたって看護師としてのキャリアを継続し、活躍していただくため、

事業を実施してまいります。具体的には、５０歳代の方をターゲットに、看護職員とし

てのライフプランを考える機会のセミナーを実施。施設側にも、プラチナナースの働き

方、働きやすい職場環境づくりなどを理解してもらうための施設セミナーを実施。現役

のときからセカンドキャリアを見据え、選択の幅を広げ、就業に当たってのミスマッチ

を防ぐために、慢性期病院、訪問看護ステーション、高齢者施設等の看護業務の体験、

介護系に特化した看護就職相談会を実施して、求職者と求人施設とのマッチングを図っ

てまいります。 

  来年度も、これらの事業を実施しまして、看護職員を確保してまいりたいと考えてお
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ります。 

  看護人材部会からの説明は、以上です。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  それでは、部会長の喜多委員、追加の発言をお願いします。 

○喜多委員 大変ありがとうございます。看護人材部会の座長を務めさせていただいてお

ります、笹川保健財団の喜多でございます。 

  ただいま事務局のほうから説明がございましたので、端的に２点だけ申し上げたいと

思います。 

  １点は、准看護師養成に関することでございます。これも、ありとあらゆる検討がな

されているんですけれども、実践として何ができるかということが大変難しゅうござい

ますが、６名のワーキンググループの委員が４回の会議を開いてくださいまして、西村

委員長が先ほど報告されましたように、資料１０の２ページ目の下に書いてあります、

いろいろ問題はあるんだけど具体的にできることはやりましょうということで結論的な

ものを出していただきました。これを実践して、さらに検討していくことが必要かと思

っております。 

  もう１点、人材確保に関しましては、これも、ありとあらゆる、今までにできそうな

ことは全てやられた上で、何ができるかという検討でございました。 

  ただいま事務局のほうから非常に大きく四つの柱に分けて、事業計画としてたくさん

な、２９のあれが出ておりますけれども、私自身は、この中で見て、取りあえず、ここ

に少し力を入れてほしいと思うのが、事務局のほうから最後に説明がございましたが、

プラチナナースでございます。これは、社会が高齢化しておりますので、みんなプラチ

ナ化しております。もうシルバーではなくてプラチナなんですけれど、ぜひ、看護の中

でもベテランのナースが、管理的なことよりも実務的なことに、もう少し場を広げて活

動してくだされば少し楽になるのではないかという希望を持ちますし、併せて、地域で

一旦退職された方も掘り起こして、少し地域を見ていただくことも、先ほど医師部会の

ほうの説明でございましたが、へき地というようなところで看護師ができることが随分

あるんではないかと私自身は思っておりますので、この本会議で、またご検討いただく

機会があれば大変ありがたいと思います。 

  以上でございます。 

○古賀会長 ありがとうございました。看護人材のお話でした。 

  親会として何か追加すること、あるいは質問等ございましたらお願いしたいと思いま

す。 

  中野委員、どうぞ。 

○中野委員 東京都保健医療計画推進協議会の中野でございます。 

  率直に申しまして、准看護師養成所の設置指定を前提とするような話に、非常に驚き

ました。９６年に、当時の厚生省から、看護師養成制度の統合に努めるという方針が示
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されて、この２０年で准看護師の養成所の数と入学者数が激減しました。資料にも、就

業が困難な状況というふうにありますけれども、病院の診療報酬で、入院料とか加算な

どを算定するための要件として、看護師の人数や比率が高いということが求められるの

で、准看護師の求人数は圧倒的に少なく、また実際に働いていても、看護師よりも少な

い賃金しか得られず、そして准看護師では昇進の機会もなく、専門看護師や認定看護師

の資格を取ることもできないので、キャリアの展望を描けないという三重苦に陥ります。

中には、看護師の資格を取るために看護師養成所２年過程に行き直す人もいますが、そ

の養成施設自体も減っており、准看護師から看護師へ転身するには、相当の苦労と年月

を伴うことから容易ではありません。看護師の中に、このような二層構造をつくってし

まうような施策を東京都として推し進めることは望ましくないものと思います。したが

いまして、看護人材確保のためであれば、准看護師養成所ではなく、いま一度、看護師

養成所へ転換されてご検討いただくことを強く要望したいと思っております。 

  以上です。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  いかがでしょうか。喜多委員から、お願いいたします。 

○喜多委員 ありがとうございました。 

  ただいま承りましたご意見は、看護人材委員会の中でも十分検討されているというか、

承知はしておりますけど、現実には一足飛びに動かないところがございますので、ただ

いまのご意見をよく踏まえた上で、この過渡期という言葉を言ってしまっていいのかど

うか分かりませんけれども、特にコロナの中で医療制度がどんどん変わっていく中で、

今すぐ一足飛びには、そこには行かないですけれども、そのご意向に関しても、委員は

全てよく理解した上での検討でございましたので、当面のところ、ご理解を賜りたいと

思います。 

  以上です。 

○古賀会長 中野委員、よろしいでしょうか。 

  今の件も含めまして、ほかに看護人材確保について何かご意見ございますでしょうか。 

  お願いします。 

○内藤委員 東京都病院協会の内藤です。 

  一つは、病院協会というよりも渋谷区医師会の人間として、准看護師の養成に関して

ですけども、渋谷区医師会では、残念ながら、准看護師の学校を停止しております。や

はり、渋谷区医師会としましては、ここ四、五年、せっかく育てるのであれば、いい人

材を育てようということで、かなり医師会としましては、人材と費用を投入して学校運

営を行ってきました。それに伴いまして、学校の現場でも、先生方のほうから非常に指

導がしやすくなったとか、それから学生さんたちも、私も見ていて非常に生き生きとし

た学生生活を送っているということで、大変学校の運営としては満足できるような運営

ができてきたと思うんですが、実際のところでは、運営に関しては非常に厳しいもので
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あって、経営上、運営上、継続できなくなってしまったということが第一の問題です。

ただ、私としては、もう一方では、運営しながら非常に感じていたのは、それは前から

も出てることだと思いますけれども、最近は、やはりシングルマザーや独身の方が、い

ろんなキャリアを積んできて、でもその先で仕事がなかなか定着できないという中で、

もう一回人生をリセットするという意味では、准看護師の養成学校というのはすごく重

要な役割を果たしていると、実際に学生さんの入学のときの面接等に当たりましても、

それをすごく感じておりました。ですから、決して私も准看護師さんの、それでいなが

ら、卒業すると就職先がないという話もすごくありまして、非常に大きな、今の時代に、

もしかしたらもう一回やり直すという意味では非常に大切な部分ではあるけれども、そ

の形が、もう少し、今、先ほどもご意見として出ましたように、しっかり認められる立

場になれるような、そういったような制度づくりをもう一回しないと、せっかく准看護

師という入り口をつくっても、結局、なかなか社会に役に立っていけない、自分の人生

に自信が持てないようなことになってしまわないかということが、すごく現場としての

気持ちとして持っておりますので、そこら辺の検討も含めて、先のことも含めて、ぜひ

いろいろ制度づくりをしていただければと思いますので、よろしくお願いします。 

○古賀会長 内藤委員、ありがとうございます。貴重なご意見だと思います。 

○喜多委員 ありがとうございます。 

  例えば、神奈川県が、その准看護師をやめたということも、最初に意見として出てお

りますし、准看護師になる本人の立場、それから、その准看護師を使う医療者側の立場、

そして患者の立場といいますか、住民の立場、それぞれ思いが違う中で、今ある制度を

一足飛びに切ってしまうでは、とても難しいところがございました。そのようなところ

が、特に実際の看護系の委員の中からは、もうやめてもいいのではないかというか、と

てもドラスティックに変えない限りは、本当の准看護師としての力をつけることが難し

いというご意見もあった中で、この今期の改革に関しては、ここで納めさせていただい

たというのが現状でございました。ただいまのご意見を拝聴いたしまして、さらに検討

を続ける必要があるということを肝に銘じましたので、ありがとうございました。 

○古賀会長 ほかにご意見ございませんか。 

  では、引き続き、検討を続けるということで、東京都と協力しながら、またよろしく

お願いしたいと思います。 

  それでは、報告のほう、４点目になりますが、来年度の計画です。よろしくお願いし

ます。 

○事務局 事務局の加藤でございます。 

  資料１２のほうを御覧いただければと思います。 

  こちらの資料では、令和３年度の親会と、三つの各部会の、主な開催予定と、想定の

時期を、それぞれを記載させていただいております。 

  予定時期は、あくまで想定でございますので、随時追加、変更となる可能性のあるこ
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とをご容赦いただければと思います。 

  親会に関しましては、おおむね３回程度、医師部会に関しては４回程度、看護人材部

会、勤務環境改善部会については、それぞれ３回程度ということで、現在考えていると

ころです。引き続き、委員の皆様のお力を賜りながら、検討のほうを進めてまいりたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○古賀会長 来年度の地域医療対策協議会、部会含めまして、開催予定が提示されており

ます。ご多忙の中ですが、かなりの数にはなりますけれども、委員の方から、何かご意

見ございますでしょうか。一応基本になりますので、こういった形で開催予定をしてい

きたいということでございます。 

  議事、報告事項、全部終わりましたが、何かご意見ございましたら、委員の方にご発

言をお願いしたいと思いますが。 

  内藤委員、どうぞ。 

○内藤委員 東京都病院協会の内藤です。 

  東京都の看護人材確保対策ということになりますと、我々としまして、病院側としま

しては、もう言い尽くされていることでもありますし、またかということになるかもし

れませんが、こういう状況ですので、またお願いといいますか、お話させていただきた

いと思いますのは、やはり、東京都内におきまして、病院経営が非常に厳しくなりまし

た。その上、さらにコロナで、今回、大変厳しい状況になってきていて、もちろん、支

援をいろいろいただいてはおりますけれども、先を見ると非常に厳しい状況があります。

その中で、やはり、看護師さんというのは地域包括ケアシステムの中であったりとか、

訪問診療であったりとか、非常に大切な役割をたくさん持っていらっしゃる職種である

ということもすごく感じながら仕事しておりますが、一方で、やはり、そういう看護師

さんの募集をするに当たって、当然のように、ほとんどもう紹介業者を通しての募集と

いうのが、当たり前になってますし、それから、応募してくる看護師さんのも、それを

使うのが当然という形になってきております。東京都病院協会におきましても、紹介事

業みたいなものを始めておりますのは、それはやはり、それがあまりにも当然の出来事

になってきている中で、医療機関にとって、それから応募してくる看護師さんにとって、

少しでもいいマッチングといいますか、募集であったりとか職場の提供ができればとい

うことでやっておりますけれども、そういったようなことについて、非常に、さらにま

た病院の経営に圧迫を非常に与えておりますので、こういったような、できれば看護人

材確保対策の中で、少しでも病院への紹介で就職が、あっせんと言ったらいいんでしょ

うかね、簡単に言ってしまえば、そういったような紹介業者を通さないで、なるべくマ

ッチングできるような方法を私としては、最後にお願いしたいところであります。よろ

しくお願いします。 

○古賀会長 ありがとうございました。 

  看護部会でもいろいろな検討がされているようではございます。引き続き、東京都等
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で頑張ってやっていければと思っておりますので、よろしくお願いします。 

  それでは、時間も大分過ぎましたので、報告、議事、これで終了させていただきたい

と思います。事務局に、一旦返します。よろしくお願いします。 

○高橋課長 活発なご議論いただき、ありがとうございました。 

  最後になりましたが、福祉保健局、田中技監より、ご挨拶させていただきます。 

○田中技監 東京都福祉保健局技監の田中でございます。 

  本日は、本当に長時間にわたり、いろいろ様々なご意見いただきまして、ありがとう

ございました。また、この１年間、医師部会、勤務環境改善部会、看護部会の部会長を

中心に、本当に、それぞれの部会が複数回にわたって非常に重要なテーマについて議論、

検討をしていただきましたこと、本日、それをいろいろご報告をいただいたわけですけ

れども、それも改めて、本当に感謝を申し上げます。 

  来年度につきましても、医師に関しては、昨年度策定をした医師確保計画に基づく医

師の確保対策、また、勤務環境改善部会につきましては、先ほどもありましたが、今、

国会で審議されております医療法改正案が、恐らく可決されるだろうと思われますので、

それに基づく医師の働き方改革、そして最後、今、いろいろご意見をいただきました看

護職員の確保については、本当にコロナの中で、ますます重要性がはっきりしてきたと

ころでございますけれども、それぞれ、非常に重たい課題を来年度もご議論いただくこ

とになると思いますけれども、皆様のお知恵をおかりして進めてまいりたいと思います。 

  委員の皆様方におかれましては、今後とも、ご指導、ご支援を賜りますようお願いを

申し上げまして、挨拶とさせていただきます。 

  本日は、どうもありがとうございました。 

○高橋課長 事務局から、事務連絡が３点ございます。 

  １点目、冒頭にもお話させていただきましたが、資料３、非公開資料となりますので、

来庁の委員の方におかれましては、席の上に置いてお帰りください。また、ＷＥＢで参

加の皆様におかれましては、必ずデータごと破棄していただきますよう、どうぞよろし

くお願いいたします。 

  ２点目です。本日の資料ですが、来庁の委員の方々は、机上に残していただければ、

事務局から送付いたします。 

  ３点目です。来庁の委員で、当庁の駐車場をご利用の方につきましては、駐車券をお

渡ししますので、事務局までお申しつけください。 

  以上です。 

○古賀会長 本日は、活発なご議論、ありがとうございました。資料３の取扱いだけ、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、以上をもちまして、令和２年度、第３回の東京都地域医療対策協議会、終

了させていただきます。ありがとうございました。 

（午後 ８時１７分 閉会） 


